
市町村財政比較分析表(平成16年度決算)
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※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を88のグループに分類した結果、
　当該団体と同じグループに属する団体を言う。
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分析欄
財政力指数　 ： ３年連続で伸びており平成１７年度で０．３０６となっているが、市の税収は歳入全体に占める割合が１５%程度
　　　　　　　　　　であり財政基盤が弱いことから、市税の徴収強化による歳入増に努めるとともに、合併効果による職員数の
　　　　　　　　　　削減により人件費を削減し、事務事業の徹底的な見直し等を行い行財政の効率化に努めることにより財政の
　　　　　　　　　　健全化を図る。
経常収支比率：人件費や公債費の支出は減少しているが、障害者支援費制度による扶助費の増及びごみ処理施設の建設に
　　　　　　　　　　よる一部事務組合の負担金が増加することから、ＩＴの導入による事務の効率化、民間委託、指定管理者制度
　　　　　　　　　　の活用により経常経費の削減に努める。
起債制限比率：過去３年間同じ水準を維持している。今後は新市建設計画に対応した合併特例債事業、過疎債事業、辺地債
　　　　　　　　　　事業の実施により１０年間一時的に起債残高が増えるが、合併特例債、過疎債、辺地債は償還金の７０～８０
　　　　　　　　　　%が交付税措置されるため起債制限比率に対する影響は少なく著しく高くなることはない。また、厳しい財政状
　　　　　　　　　　況の中でも行政経費の削減努力を行い繰上償還による公債費負担の軽減に努める。
人口1人あたり地方債現在高： 合併前の旧５町村において実施した各種施設整備や町村道等の普通建設事業にかかる起債
　　　　　　　　　　により類似団体の水準を上回っている。今後も合併特例債事業や過疎債、辺地債事業を実施することから起
　　　　　　　　　　債残高が増えますが、事業内容を峻別して実施することから必要以上に起債することなく１０年後は現在の水
　　　　　　　　　　準よりも低くなるよう努める。
ﾗｽﾊﾟｲﾚｽ指数： 合併前から旧５町村の給与水準は県内でも最下位圏に位置していたことから、合併後も県内で下位に位置し
　　　　　　　　　　ている。今後も新市の給与基準により給料の見直しを行い給与の適正化に努める。
人口1,000人当たり職員数：　類似団体の水準を上回っているが、平成１７年３月１日合併により総務、企画等の管理部門の統
　　　　　　　　　　 一化及び事務組織の見直しによる効率化により職員数の削減が図れることから、平成２６年度までに１２０名
　　　　　　　　　　の純減目標を設定している。平成１８年度に総務省通知に基づく「田村市職員適正化計画」を策定し適切な定
　　　　　　　　　　員管理に努める。


